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※1　被用者年金制度の一元化に伴い、2015年10月1日から公務員および私学教職員も厚生年金に加入。また、共済年金の職域加算部分は廃止され、
新たに退職等年金給付を創設。ただし、2015年9月30日までの共済年金に加入していた期間分については、2015年10月以後においても、
加入期間に応じた職域加算部分を支給。

※2　第2号被保険者等とは、厚生年金被保険者をいう（第2号被保険者のほか、65歳以上で老齢、または、退職を支給事由とする年金給付の受給権
を有する者を含む）。

iDeCo（個人型確定拠出年金）

厚生年金保険

国 民 年 金（ 基 礎 年 金 ）

（民間サラリーマン） （公務員等※1）

iDeCoと確定拠出年金（企業型）の加入者数は2018年1月末時点
他の数値は2017年３月末時点　※　　　部は任意加入

iDeCo
退職等
年金給付※1

確定拠出
年金（企業型）

加入者数
644万人

３
階
部
分

国
民
年
金
基
金

２
階
部
分

１
階
部
分

加入者数
78万人

加入者数
40万人

加入者数
3,822万人

自営業者など

第１号被保険者

1,575万人 4,266万人

6,731万人

889万人

第2号被保険者 ※2 第3号被保険者

会社員 公務員など 第2号被保険者の
被扶養配偶者

加入者数
445万人

確定給付
企業年金
加入者数
818万人

厚生年金
基金

加入者数
139万人

（代行部分）

ラ
ン
プ
の
精
が
教
え
る

「
年
金
制
度
の
概
要
」と「
改
正
確
定
拠
出
年
金
法
」

公
的
年
金
と
私
的
年
金
か
ら
成
る 

日
本
の
年
金
制
度

福
利
厚
生
に
力
を
入
れ
よ
う
と
考
え
た

Ａ
社
長
。
し
か
し
、
ど
こ
か
ら
手
を
つ
け

れ
ば
よ
い
か
、
わ
か
り
ま
せ
ん
。
悩
み
な

が
ら
と
ぼ
と
ぼ
と
道
を
歩
い
て
い
る
と
、

ラ
ン
プ
が
落
ち
て
い
ま
し
た
。
思
わ
ず

拾
っ
た
Ａ
社
長
。「
こ
れ
が
魔
法
の
ラ
ン

プ
だ
っ
た
ら
な
ぁ
」と
思
い
、
そ
れ
を
触

り
な
が
ら
、「
福
利
厚
生
を
充
実
さ
せ
た

い
」と
つ
ぶ
や
き
ま
し
た
。

す
る
と
、
な
ん
と
ラ
ン
プ
の
精
が
現
れ

た
の
で
す
。

「
わ
っ
」と
、
Ａ
社
長
は
驚
き
ま
し
た
。

「
ご
主
人
さ
ま
は
、
自
分
の
会
社
の
福
利

厚
生
を
向
上
さ
せ
た
い
ん
で
す
ね
。
願
い

を
か
な
え
て
差
し
上
げ
ま
し
ょ
う
」

ラ
ン
プ
の
精
は
言
い
ま
し
た
。

「
本
当
か
い
？
」

「
も
ち
ろ
ん
で
す
。
た
だ
し
、
福
利
厚
生

と
言
っ
て
も
い
ろ
い
ろ
あ
り
ま
す
。
ご
主

人
さ
ま
は
、
ど
ん
な
福
利
厚
生
が
お
望
み

で
す
か
？
」

「
そ
う
だ
な
ぁ
。
や
っ
ぱ
り
、
皆
、
将
来

に
不
安
を
感
じ
て
い
る
か
ら
、
老
後
の
安

心
に
つ
な
が
る
も
の
が
い
い
な
ぁ
」

「
そ
れ
な
ら
企
業
年
金
で
す
ね
」

ラ
ン
プ
の
精
の
言
葉
に
、
Ａ
社
長
は

困
っ
た
顔
を
し
ま
し
た
。

「
ウ
チ
の
会
社
は
小
さ
い
か
ら
、
お
金
も

人
も
足
り
な
い
ん
だ
。
だ
か
ら
、
企
業
年

金
な
ん
て
無
理
だ
よ
」

「
大
丈
夫
で
す
。
２
０
１
６
年
５
月
に
確

定
拠
出
年
金
法
が
改
正
さ
れ
た
の
で
、
ご

主
人
さ
ま
の
会
社
の
よ
う
な
中
小
企
業
で

も
企
業
年
金
を
導
入
し
や
す
く
な
り
ま
し

た
。
そ
う
す
れ
ば
、
こ
れ
ま
で
の
厚
生
年

金
保
険
に
企
業
年
金
を
上
乗
せ
し
て

…
…
」

「
ち
ょ
っ
と
待
っ
て
！
」

Ａ
社
長
は
慌
て
て
ラ
ン
プ
の
精
の
話
を

さ
え
ぎ
り
ま
し
た
。

「
恥
ず
か
し
い
け
ど
、
私
は
年
金
制
度
の

仕
組
み
も
よ
く
わ
か
っ
て
い
な
い
し
、
そ

の
法
律
の
内
容
も
よ
く
知
ら
な
い
ん
だ
」

「
で
は
、
わ
か
り
や
す
く
教
え
て
あ
げ
ま

し
ょ
う
」

そ
う
言
う
と
、
ラ
ン
プ
の
精
は
年
金
制

度
に
つ
い
て
説
明
を
始
め
ま
し
た
。

図表1　年金制度の仕組み

年
金
に
詳
し
い
ラ
ン
プ
の
精

？

(C) 2018 日本医療企画.
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確定給付企業年金（DB）

□ 確定給付企業年金（Defined Benefit。略して「DB」という。）は、あらかじめ加入者が将来受け取る年金給付の 
　 算定方法が決まっている制度。資産は企業が運用。
□ 確定拠出年金（Defined Contribution。略して「DC」という。）は、あらかじめ事業主が拠出する掛金の額が決 
 　まっている制度。資産は加入者個人が運用。

確定拠出年金（DＣ）

あらかじめ給付の算定方法が
決まっている

企業が運用 加入者
個人が運用

あらかじめ拠出額が
決まっている

拠出

給付

拠出

給付

特集  ▶▶　ランプの精、女神、3匹の子ブタが教える
	 1	 中小企業従業員の「老後の安心」を手に入れる方法

図表２　企業年金・個人年金の分類

図表3　確定給付企業年金と確定拠出年金

確
定
給
付
型
と
確
定
拠
出
型
に 

分
か
れ
る
企
業
年
金
・
個
人
年
金

年
金
制
度
は
、「
公
的
年
金
」と「
私
的

年
金
」に
分
か
れ
て
い
ま
す
。
公
的
年
金

に
は
、
20
歳
以
上
60
歳
未
満
の
す
べ
て
の

人
が
加
入
す
る「
国
民
年
金（
基
礎
年
金
）」

や「
厚
生
年
金
保
険
」が
あ
り
、
そ
れ
ぞ
れ

１
階
部
分
、
２
階
部
分
と
呼
ば
れ
て
い
ま

す（
図
表
１
）。
３
階
部
分
に
当
た
る
の
が

私
的
年
金
で
す
。

厚
生
年
金
保
険
は
、
同
保
険
の
適
用
事

業
所
で
働
い
て
い
る
70
歳
未
満
の
会
社
員

や
国
・
地
方
公
共
団
体
の
公
務
員
、
私
立

学
校
の
教
職
員
が
加
入
し
ま
す
。
会
社
側

に
は
厚
生
年
金
保
険
の
保
険
料
を
納
め
る

義
務
が
あ
り
、
保
険
料
は
従
業
員
の
給
料

や
賞
与
か
ら
天
引
き
さ
れ
、
従
業
員
と
会

社
が
折
半
で
負
担
し
て
い
ま
す
。
こ
ち
ら

の
保
険
料
は
定
率
で
、
昨
年
９
月
か
ら
は

標
準
報
酬
月
額
の
18
・
３
％
で
す
。
厚
生

年
金
保
険
の
支
給
金
額
は
所
得
と
被
保
険

者
期
間
に
比
例
し
、
月
平
均
15
・
４
万
円

で
す（
基
礎
年
金
を
含
む
）。
厚
生
年
金
保

険
に
加
入
し
て
い
る
人
は
、
国
民
年
金
の

第
２
号
被
保
険
者
と
呼
ば
れ
、
な
お
か
つ

厚
生
年
金
被
保
険
者
に
な
り
ま
す
。

第
２
号
被
保
険
者
に
扶
養
さ
れ
て
い
る

配
偶
者
で
、20
歳
以
上
60
歳
未
満
の
人
は
、

国
民
年
金
の
第
３
号
被
保
険
者
と
な
り
ま

す
。
た
と
え
ば
専
業
主
婦
な
ど
、
第
３
号

被
保
険
者
は
自
ら
保
険
料
を
納
め
る
必
要

は
あ
り
ま
せ
ん
。

第
2
号
被
保
険
者
と
第
3
号
被
保
険
者

以
外
の
自
営
業
者
や
農
林
漁
業
者
で
、
20

歳
以
上
60
歳
未
満
の
人
は
国
民
年
金
の
第

１
号
被
保
険
者
に
な
り
、
毎
月
定
額
の
保

険
料
を
自
分
で
納
め
ま
す
。
今
年
度
の
月

額
保
険
料
は
１
万
６
３
４
０
円
で
す
。
年

金
の
給
付
額
は
、
40
年
間
保
険
料
を
す
べ

て
納
付
し
た
場
合
、
月
額
約
6
・
5
万
円

で
す
。

一
方
、
私
的
年
金
は
、
高
齢
期
の
所
得

保
障
を
充
実
さ
せ
る
た
め
に
、
国
民
や
企

業
が
任
意
で
加
入
し
て
い
る
も
の
。
こ
れ

は
、「
企
業
が
従
業
員
の
た
め
に
実
施
し

て
い
る
も
の
」と「
個
人
が
自
ら
加
入
し
て

い
る
も
の
」、
さ
ら
に
、
そ
れ
ぞ
れ「
確
定

給
付
型
」と「
確
定
拠
出
型
」に
分
か
れ
ま

す
。
確
定
給
付
型
は
、
あ
ら
か
じ
め
給
付

額
の
算
定
方
法
が
決
ま
っ
て
お
り
、
将
来

的
な
給
付
額
が
保
証
さ
れ
て
い
ま
す
。
そ

れ
に
対
し
て
、
確
定
拠
出
型
は
、
あ
ら
か

じ
め
拠
出
額
が
決
め
ら
れ
て
お
り
、
加
入

者
が
運
用
を
指
図
し
、
そ
の
成
績
に
よ
っ

て
給
付
額
が
決
定
し
ま
す
。

企業が従業員の
ために実施

将来的な給付額を
保証

（確定給付型）

掛金負担は、原則事業主と加入員で折半。公的年金であ
る厚生年金保険の給付も一部代行して行っている。

掛金負担は、事業主拠出が原則。本人の同意をもとに加
入者負担も可。

自営業者等が自ら掛金を拠出。

事業主拠出のみで、掛金額を企業が保証。
※2012年1月より、規約で定めた場合、加入者の拠出も可能。

加入者本人が自ら掛金を拠出。
※改正 DC 法により、中小企業に限り、加入者に加えて
　事業主の拠出も可能（2018 年 5 月〜）。

【厚生年金基金】

【確定給付企業年金】

【国民年金基金】

【確定拠出年金（企業型）】

【確定拠出年金（個人型）】

将来的な給付額を
保証

（確定給付型）

企業が運用指図を行
い、その実績により、

給付額が決定
（確定拠出型）

本人が運用指図を行
い、その実績により、

給付額が決定
（確定拠出型）

個人が自ら加入

(C) 2018 日本医療企画.



12122018.4  厚生労働

図表4　企業規模30〜99人の企業における退職給付の実施状況
企
業
が
従
業
員
の
た
め
に
実
施
す
る
確

定
給
付
型
の
企
業
年
金
と
し
て
は「
厚
生

年
金
基
金
」と「
確
定
給
付
企
業
年
金（
Ｄ

Ｂ
）」が
あ
り
、
確
定
拠
出
型
の
年
金
と
し

て
は
企
業
型
の「
確
定
拠
出
年
金（
Ｄ
Ｃ
）」

が
あ
り
ま
す（
前
ペ
ー
ジ
図
表
２
・
3
）。

個
人
が
自
ら
加
入
す
る
確
定
拠
出
型
の

年
金
と
し
て
は「
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ（
個
人
型
確

定
拠
出
年
金
）」が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
同

種
の
確
定
給
付
型
に
は「
国
民
年
金
基
金
」

が
あ
り
ま
す
が
、
国
民
年
金
基
金
の
加
入

対
象
は
第
１
号
被
保
険
者
の
み
で
す
。

※
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
に
つ
い
て
、
さ
ら
に
知

り
た
い
人
は
16
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ

い
。法

改
正
で
中
小
企
業
も
従
業
員
の 

資
産
形
成
を
支
援
で
き
る
よ
う
に

「
年
金
制
度
は
よ
く
わ
か
っ
た
よ
。
そ
れ

で
、
さ
っ
き
言
っ
て
い
た
ナ
ン
ト
カ
法
っ

て
の
は
？
」と
、
Ａ
社
長
は
尋
ね
ま
し
た
。

「『
確
定
拠
出
年
金
法
の
改
正
』で
す
よ
、

ご
主
人
さ
ま
」

こ
れ
に
よ
り
、
従
業
員
１
０
０
人
以
下

の
中
小
企
業
を
対
象
に
、「
設
立
手
続
き

な
ど
を
大
幅
に
緩
和
し
た『
簡
易
型
Ｄ
Ｃ

制
度
』」と
、「
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
に
加
入
す
る

従
業
員
の
掛
金
の
拠
出
に
追
加
し
て
、
企

業
が
掛
金
を
拠
出
で
き
る『
中
小
事
業
主

掛
金
納
付
制
度
』」が
創
設
さ
れ
た
の
で

す
。Ａ

社
長
は
、「
そ
も
そ
も
、
ど
う
し
て

法
律
改
正
さ
れ
た
の
？
」と
聞
き
ま
し
た
。

「
企
業
年
金
を
実
施
し
て
い
る
中
小
企
業

の
割
合
が
減
っ
て
い
る
か
ら
で
す
よ
」と
、

ラ
ン
プ
の
精
は
答
え
ま
し
た
。

従
業
員
数
30
〜
99
人
の
企
業
に
お
け
る

退
職
給
付
の
実
施
割
合
を
見
る
と
、「
年

金
あ
り
」と「
一
時
金
の
み
」の
合
計
は
、

２
０
０
８
年
は
81
・
７
％
で
し
た
が
、
２

０
１
３
年
に
な
る
と
72
％
に
減
少（
図
表

4
）。「
退
職
給
付
な
し
」は
18
・
３
％
か

ら
28
％
に
増
加
し
て
い
ま
す
。
２
０
１
３

年
か
ら
徐
々
に
解
散
す
る
予
定
の
厚
生
年

金
基
金（
総
合
型
）は
、
加
入
企
業
の
８
割

が
中
小
企
業
で（
図
表
5
）、
代
わ
り
の
受

け
皿
と
な
る
企
業
年
金
が
求
め
ら
れ
て
い

る
の
で
す
。

「
だ
か
ら
、
法
改
正
に
よ
っ
て
簡
易
型
Ｄ

Ｃ
制
度
と
中
小
事
業
主
掛
金
納
付
制
度
を

創
設
し
た
の
で
す
。
こ
の
２
つ
を
活
用
す

れ
ば
、
ご
主
人
さ
ま
の
会
社
の
よ
う
な
中

小
企
業
で
も
福
利
厚
生
を
充
実
さ
せ
る
こ

と
が
で
き
ま
す
よ
。
ち
ょ
う
ど
、
こ
の
２

つ
に
つ
い
て
は
5
月
１
日
か
ら
施
行
さ
れ

る
の
で
タ
イ
ミ
ン
グ
も
ぴ
っ
た
り
で
す
」

「
な
る
ほ
ど
〜
。
法
改
正
の
お
か
げ
で
、

私
の
願
い
ご
と
も
か
な
え
ら
れ
る
っ
て
こ

と
だ
ね
」

Ａ
社
長
は
に
っ
こ
り
と
笑
い
ま
し
た
。

図表5　厚生年金基金の設立形態別基金数（2013年度末時点）

簡易型ＤＣ制度と中小事業主
掛金納付制度を使えば、
中小企業でも福利厚生を充実
させることができます

厚生年金基金制度の見直しで中小企業の受け皿が必要。

2008 年 年金あり
30.2％

総合型基金 466 連合型
38

単独型
27

年金あり
18.6％

一時金のみ
51.5％

一時金のみ
53.4％

退職給付
なし

18.3％

退職給付なし
28.0％2013 年

8 割が中小企業

総数：531

な
る
ほ
ど
！

(C) 2018 日本医療企画.




